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（２）歳 出（別表５，９参照） 

イ．概 要 

平成２２年度一般会計の歳出決算額は１８６億８，７６０万３千円で、予算現額１９９億８，

１２２万６千円に対し、９３．５％の執行率である。 

翌年度繰越額は９億８，６０１万７千円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。し

たがって、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた額が不用額として３億７６０万６千円と

なっている。 

決算額のうち前年度に比べて減少している主なものは、公債費９億５，９２６万９千円（３１．

４％）、総務費５億３，６２４万２千円（２１．８％）、農林水産業費１億１，５５５万７千円（９．

７％）、商工費１億８１３万８千円（１６．４％）、衛生費８，７９７万１千円（３．９％）、消防

費８５３万９千円（１．３％）であり、増加したものは、民生費７億６，７３８万６千円（１７．

６％）、諸支出金４億１，０６８万９千円（３４．８％）、教育費２億３，１０３万４千円（１４．

８％）、土木費５，６０３万５千円（４．８％）、労働費６９４万９千円（２．５％）である。概

ね予算に即した執行がされていたことを認めた。決算額を性質別に区分すると次のとおりである。 

性性性性    質質質質    別別別別    決決決決    算算算算    額額額額    比比比比    較較較較    表表表表    

決　算　額  構成比 決　算　額  構成比

千円  　　 % 千円  　　 % 千円

3,291,599 17.6 3,390,011 17.8 △ 98,412

2,107,539 11.3 1,991,815 10.5 115,724

110,865 0.6 111,497 0.6 △ 632

2,875,017 15.4 2,274,766 12.0 600,251

3,810,587 20.4 4,632,585 24.3 △ 821,998

12,195,607 65.3 12,400,674 65.2 △ 205,067

1,251,777 6.7 814,113 4.3 437,664

7,444 0 8,225 0 △ 781

1,259,221 6.7 822,338 4.3 436,883

2,094,449 11.2 3,053,713 16.0 △ 959,264

478,514 2.6 67,825 0.4 410,689

0 0.0 0 0.0 0

1,674,270 8.9 1,734,160 9.1 △ 59,890

985,542 5.3 954,005 5.0 31,537

18,687,603 100.0 19,032,715 100.0 △ 345,112合　　　　　計
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消費的経費は後年度に形を残さない性質の経費であり、投資的経費はその支出の効果が資本的

形成に向けられ、施設等ストックとして将来に残るものに支出される経費である。 

歳出科目は１４款に区分されており、その構成及び予算の執行状況は次のとおりである。 

 ロ．議会費 

議議議議                会会会会                費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

172,069,000 169,767,083 0 2,301,917 98.7 0.9 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億７，０４７万７千円に比較すると７１

万円（０．４％）の減少である。 

 ハ．総務費 

総総総総                務務務務                費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,959,576,000 1,926,787,764 3,012,000 29,776,236 98.3 10.3 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２４億６，３０３万円に比較すると５億３，

６２４万２千円（２１．８％）の減少である。 

 これは、電算処理費１億１，２８３万１千円（１６１．１％）、一般管理費４，０１０万５千円

（４．１％）、参議院議員選挙費１，９７９万５千円（皆増）、賦課徴収費１，６２５万８千円（２

０．８％）、統計調査費１，２３３万５千円（３２１．５％）、企画費８１８万９千円（６．７％）

などがそれぞれ増加したものの、定額給付金給付事業費で７億７９８万５千円、衆議院議員選挙

費２，３８２万３千円、知事選挙費２，３１３万円それぞれ減少したことが主な理由である。 

 なお、翌年度繰越額３０１万２千円は、企画費１５０万円、県議会議員選挙費１５１万２千円

の繰越によるものである。 

 また、不用額２，９７７万６千円は、主に総務管理費の財産管理費において本庁舎の修繕費の

減少による需用費２９２万４千円、企画費において加西市公共交通活性化協議会への補助金の減

による負担金補助及び交付金４０５万４千円、電算処理費において機器修繕費用の減少による需

用費１８０万８千円、徴税費の税務総務費において臨時職員の減員及び時間外勤務の削減による

賃金１１３万５千円、選挙費の県議会議員選挙費において、選挙費委託金の減額変更による需用

費１０３万２千円がそれぞれ不用となったものである。 
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 ニ．民生費 

民民民民                生生生生                費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

5,204,742,000 5,133,721,779 2,000,000 69,020,221 98.6 27.5 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額４３億６，６３３万５千円に比較すると７

億６，７３８万６千円（１７．６％）の増加である。 

 これは主に、福祉医療費４億５，２９５万７千円（５９．５％）、子育て応援特別手当支給事業

２，５７２万５千円（皆減）、児童福祉施設費８４５万２千円（１．８％）、学童保育費１６７万

２千円（４．９％）、母子福祉費６５万８千円（２５．６％）国民年金費２９万９千円（２．６％）

それぞれ減少したものの、児童措置費４億６，５２３万円（５０．６％）、後期高齢者医療事業費

４億５，２１６万７千円（皆増）、児童福祉総務費１億７，１２９万６千円（４１１．４％）、扶

助費６，９０９万７千円（２４．６％）、障害者福祉費３，９３５万８千円（９．６％）、社会福

祉総務費３，３４５万７千円（２．９％）、老人福祉費１，７７８万７千円（２１．６％）、生活

保護総務費６２０万３千円（２６．５％）、人権推進費１６２万２千円（１９．２％）、健康福祉

会館費８６万６千円（１．５％）、社会福祉施設費６万５千円（０．１％）、児童館運営費４千円

（０．９％）それぞれ増加したためである。 

 なお、翌年度繰越額２００万円は、児童福祉施設費で２００万円の繰越によるものである。 

 また、不用額６，９０２万円は、主に社会福祉総務費において、心身障害者養護年金受給者が

減少したことによる扶助費１４０万２千円、出産育児一時金（国保特会）及び事務費等に係る一

般会計繰出しに要する経費の減、介護給付費・介護予防費事業・地域包括支援事業・任意事業の

減による繰出金２，４９４万５千円、障害者福祉費において、小規模作業利用者の減、基金事業

補助金対象事業所の減による負担金補助及び交付金１４６万円、障害者自立支援給付事業におい

て利用者、回数が見込み額を下回ったため扶助費５８２万９千円、福祉医療費において医療費の

増減による扶助費６６４万９千円、後期高齢者医療事業費において、検診受診者数が見込みを下

回ったため委託料１０４万５千円、老人福祉費において、住宅助成対象件数の減、老人保護措置

者の減による扶助費１４１万８千円、児童福祉総務費において、専門職である相談員賃金単価の

増を見込んでいたが、従前単価より増額になることがなかったため賃金１６０万４千円、それぞ

れ不用となったものである。 

 ホ．衛生費 

衛衛衛衛                生生生生                費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,205,483,000 2,167,556,640 0 37,926,360 98.3 11.6 
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本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２２億５，５５２万７千円に比較すると８，

７９７万１千円（３．９％）の減少である。 

 これは主に、予防費３，５２４万７千円（７０．８％）、保健衛生総務費２，３３０万４千円（３．

０％）、健康推進対策費１４７万円（２．９％）、母子衛生費６８万５千円（３．１％）、環境保全

対策費５７万７千円（８．８％）、環境衛生費３１万３千円（２９．６％）それぞれ増加したもの

の、生活排水対策費６，０７４万１千円（８．６％）、塵芥処理費４，５３０万６千円（１０．５％）、

火葬場費２，７３６万９千円（５３．８％）、し尿処理費１，３０６万１千円（８．７％）、ごみ

減量対策費２９４万６千円（２２．３％）、清掃総務費１４万６千円（１２．２％）それぞれ減少

したことによるものである。 

また、不用額３，７９２万６千円は、主に予防費における個別接種委託料実績が見込みより下

回ったため委託料の８４３万７千円、健康推進対策費において、基本診査・がん検診委託料実績

が見込みより下回ったため委託料１２４万円、ごみ減量対策費において、資源ごみ売却単価増に

よる資源集団回収の補助金の減のため補助金１０２万円５千円、塵芥処理費においてごみ焼却量

の減に伴う薬剤混入量の減による需用費１０３万９千円、ごみ焼却量の減に伴う焼却灰処分量の

減による委託料６１５万７千円、入札減による工事請負費１０８万３千円、し尿処理費において

燃料費、光熱水費等の減による需要費２４６万５千円、入札減による委託料１２１万１千円それ

ぞれ不用となったものである。 

なお、廃油用油リサイクル事業については、市民への浸透を考慮すると、事業を継続すること

が望ましい。 

 ヘ．労働費 

労労労労                働働働働                費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

291,682,000 290,018,822 0 1,663,178 99.4 1.6 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２億８，３０６万９千円に比較すると６９

４万９千円（２．５％）増加している。これは、労働諸費が増加したためである。 

 ト．農林水産業費 

農農農農        林林林林        水水水水        産産産産        業業業業        費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,083,934,000 1,072,037,676 0 11,896,324 98.9 5.7 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１１億８，７５９万４千円に比較すると１

億１，５５５万７千円（９．７％）の減少である。 

 これは主に、農村総合整備事業費５，３１１万１千円（１８．５％）、林業振興費１，７５３万
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８千円（２４５．５％）、農業委員会費１１７万７千円（３．１％）、林業総務費３５万円（４．

５％）それぞれ増加したものの、農地費６，６６９万７千円（５０．８％）、防衛施設周辺整備事

業費５，４６３万９千円（皆減）、国営かんがい排水関連事業費３，８８０万２千円（８．４％）、

農業振興費８７６万６千円（２８．７％）、農林業センサス費５９９万２千円（９９．４％）、農

業総務費５６７万１千円（４．３％）、地籍調査事業費３７７万２千円（２１．６％）、地域農政

推進対策事業費３３３万９千円（３７．５％）、農村環境改善センター管理費４万７千円（１．５％）、

畜産業費７千円（０．３％）それぞれ減少したことによるものである。 

 また、不用額の１，１８９万６千円は、主に農業振興費において、業務期間を短縮したため賃

金１２６万９千円、農地費において、業務内容の見直しによる委託料５４８万１千円それぞれ不

用となったものである。 

 チ．商工費 

商商商商                工工工工                費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

554,310,000 553,235,383 0 1,074,617 99.8 3.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６億６，１３７万４千円に比較すると１億

８１３万８千円（１６．４％）の減少である。 

 これは、商工総務費２３３万７千円が増加しているが、商工振興費１億１，０３１万４千円（１

７．７％）、観光費１６万２千円（１．７％）が減少したためである。 

 リ．土木費 

土土土土                木木木木                費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,351,368,000 1,224,624,752 121,579,000 5,164,248 90.6 6.6 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１１億６，８５８万９千円に比較すると５，

６０３万５千円（４．８％）の増加である。 

 これは主に、防衛施設周辺整備事業費３，８３８万８千円（皆減）、都市下水費２，８７２万９

千円（４．０％）、公園費４３万２千円（２．６％）、交通安全施設整備事業費１４万４千円（１．

９％）がそれぞれ減少したものの、道路新設改良費９，７７５万５千円（９９．４％）、都市計画

総務費１，１４５万５千円（１８．９％）、道路維持費７７６万１千円（１６．１％）、住宅管理

費２６９万６千円（１１．１．％）、土地区画整理費２１０万円（１２５．０％）、橋梁維持費１

７４万円（１０３．６％）、市営駐車場管理費１９万９千円（４．９％）、河川総務費９万４千円

（２．４％）がそれぞれ増加したことによるものである。 

なお、翌年度繰越額１億２，１５７万９千円は、道路維持費５，２７７万９千円、道路新設改
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良費５，９７０万円、公園費２００万円、住宅管理費７００万円の繰越によるものである。 

 また、不用額の５１６万４千円は、主に道路新設改良費において、臨時地方道整備事業（鎮岩

段下線）の精算による工事請負費１９１万２千円が不用となったことによるものである。 

 ヌ．消防費 

消消消消                防防防防                費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

662,076,000 661,391,212 0 684,788 99.9 3.5 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６億６，９９３万円に比較すると８５３万

９千円（１．３％）の減少である。 

 これは、非常備消防費４１７万３千円（４．７％）、消防施設費２８２万４千円（９．６％）、

常備消防費１６３万５千円（０．３％）それぞれ減少したことによるものである。 

 ル．教育費 

教教教教                育育育育                費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,787,510,000 1,797,053,894 859,426,000 131,030,106 64.5 9.6 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１５億６，６０２万円に比較すると２億３，

１０３万４千円（１４．８％）の増加である。 

 これは主に、学校振興費３，０７９万１千円（２３．４％）、幼稚園費２，２４７万５千円（１

１．８％）、社会教育総務費１，７７１万円（１７．７％）、給食施設運営費１，００６万２千円

（６．８％）、図書館費１６４万９千円（１．３％）がそれぞれ減少したものの、学校管理費（中）

２億５，４２７万円（１２４．９％）、事務局費１，５５２万３千円（５．９％）、市史編集費１，

３４８万２千円（７８．２％）、教育研修所費１，０８９万５千円（１２４．８％）、教育振興費

（小）８４５万５千円（２３．２％）がそれぞれ増加したことによるものである。 

 なお、翌年度繰越額８億５，９４２万６千円については、学校管理費（小）で９，９８５万４

千円、学校管理費（中）で７億５，６８３万１千円、給食施設運営費で２７４万１千円の繰越に

よるものである。 

 また、不用額１億３，１０３万円は主に、小学校の学校管理費において入札残による不用額と

して、委託料９８９万９千円、工事請負費７４４万６千円、中学校の学校管理費において入札残

による不用額として、委託料１１１万円、工事請負費９，２２９万４千円、給食施設運営費にお

いて、給食調理アルバイトにおける時間外勤務削減、途中退職などを理由に賃金１２４万７千円

それぞれ不用となったことによるものである。 

 教育施設設備のあり方については、この間、議論されてきたところであるが、現に使用されて
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いる施設については、耐震改修、改築等への計画的財政措置が求められる。 

 ヲ．災害復旧費 

災災災災        害害害害        復復復復        旧旧旧旧        費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

7,579,000 7,444,167 0 134,833 98.2 0.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度の支出済額は８２２万５千円である。 

 農業施設災害復旧費として７４４万４千円となっている。 

 ワ．公債費 

公公公公                債債債債                費費費費    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,095,847,000 2,094,449,128 0 1,397,872 99.9 11.2 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額３０億５，３７１万８千円に比較すると９

億５，９２６万９千円（３１．４％）の減少である。 

 支出済額のほとんどが市債償還元金と利子である。 

 一般会計の前年度末における未償還元金は１５４億９０８万８千円であり、これに当年度借入

金額１２億７４０万円を加え、この合計額から当年度元金償還額１８億３，８１４万４千円を差

し引いた額１４７億７８３４万４千円が当年度末未償還元金である。 

 また、不用額１３９万８千円は、主に基金繰替運用による一時借入金利息の軽減により、償還

金利子及び割引料１２３万２千円が不用となったものである。 

 カ．諸支出金 

諸諸諸諸        支支支支        出出出出        金金金金    

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,590,081,000 1,589,514,414 0 566,586 100.0 8.5 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１１億７，８８２万５千円に比較すると４

億１，０６８万９千円（３４．８％）の増加である。 

 支出の主なものは、土地開発公社貸付金１１億１，１００万円、財政調整基金費４億２，５１６

万３千円、ふるさと応援基金費２，０８６万７千円、地域福祉基金費１，９１１万４千円、鉄道経

営対策事業基金費１，０９８万円である。 
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 ヨ．予備費 

予予予予            備備備備            費費費費    

議決予算額 充用額 不用額 充当率 

円 円 円 ％ 

21,500,000 6,531,000 14,969,000 30.4 

 

 当年度における予備費の充用件数は１７件で、１，４９６万９千円が不用額となっている。 


